第１弾　障害者自立支援法アンケート調査報告

～持続可能な制度というけれど、障害者の地域生活は続けられるのか！！～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

DPI日本会議　

〒101-0054 

東京都千代田区神田錦町3-11-8　

武蔵野ビル５F
Tel: 03-5282-3730   Fax:03-5282-0017

[調査の目的]

　私たち障害当事者の不安・反対の声をよそに、「障害者自立支援法」が昨年10月に成立した。そして、自立支援法施行の第一段として、今年４月からサービスの利用に際しての原則１割の費用負担が始まった。この費用負担を目前に福岡県では、障害のある子どもと母親が将来を危惧したと思われる心中事件が起こり、また愛知県では通所授産施設の利用者一同が「不払い」決議を行う等の波紋がマスコミでも報じられている。

今年5月になって、４月のサービス利用に基づく費用徴収がはじまり、具体的な自己負担額が現実のものとなった。それぞれのサービス利用によって生じた負担が、それぞれの障害者にどのような影響を与えているのか、単に調査全体における平均的な影響だけでなく、影響の出ているそれぞれのケースにおいても、どのようなことが実際におこっているのか、緊急調査を行なった。
（10月以降の障害程度区分認定に基づく支給決定や地域生活支援事業等の制度変更にともなう影響についても、第２弾アンケート調査を予定している。）
[調査結果から明らかになったこと]

全国の481名の障害者から回答があり、ホームヘルプや通所授産、グループホーム等のサービスを使い、地域で暮らしている障害者の生の声と生活実態が数多く寄せられた。特に、特別障害者手当等を受給する、重度の障害をもっている人たちからの回答を多くえることができた。
４月以降、利用者負担が増えた人は回答者全体の約75％にもわたり、その中でも、障害が重度であればあるほど負担も重くなり、いきなり上限額一杯の負担増となっていること、そのためガイドヘルプやホームヘルプ等を減らしたり、貯金を取り崩したりと、地域生活を直撃している状況が浮き彫りになった。10月以降の障害程度区分認定に基づく支給決定や地域生活支援事業等の制度変更において、さらにサービスが使えなくなるのではとの不安も多く寄せられた。
　
[実施主体]　　　

DPI日本会議

[調査方法]　　

DPI日本会議の月刊紙（2006年６月号）による郵送、ホームページ、メーリングリスト等のIT媒体を活用し、2006年６月６日～６月20日に回答を呼びかけた。

[調査対象者の概要]

ホームヘルプや通所授産、グループホーム等の障害者自立支援法における地域サービスを使い、地域で暮らしている障害者を調査対象とし、481名より回答を得た。

（１）障害種別と年金等の等級

表１は回答者の障害種別、表２はどのような年金、手当をうけているかをまとめた。障害基礎年金１級、四肢麻痺が条件となる特別障害者手当を受給している人から多くの声が寄せられた。

表１　回答者の障害種別（複数回答あり）　　　　　表２　回答者の収入内訳（複数回答あり）　
	障害種別（複数回答あり）

	全身性障害
	　256　
	53.2%　

	肢体不自由
	72　
	15.0%　

	内部障害他
知的障害
精神障害
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(しかく),視覚)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps8 \o\ad(\s\up 7(しょうがい),障害)
聴覚障害
	22　

140　

33　

13　

6　
	4.6%　

29.1%　

6.9%　

2.7%　

1.2%　
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（２）月の収入額とサービス利用の負担額の状況

表３では全体の約６５％が月額総収入１５万円以下という厳しい収入状況がうかがえる。表４にお

いては記載無しの人も多い。月の負担額がいくらになるかわからない人もいる実態がわかる。今後、

負担額が明確になった時点で更なる影響も考えられる。

表３　個人の1ヶ月の総収入　　　　　　　　表４　一ヶ月あたり福祉サービス自己負担額
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（３）月の上限負担額の分布と減免制度の利用状況

表５によると、一般の区分に属する世帯が最も多い。低所得の世帯区分に属する者の内、多くが低所得２の階層になっている。

表６からは、減免制度を利用できない人が多数いることが明らかになった。

　　　表５　月の上限負担額の分布　　　　　　　　　表６　減免制度の利用状況（複数回答あり）


＜福祉サービスにかかわる自己負担額＞
　　　　

（４）サービス利用における負担の内訳
　　自己負担の内訳（表７）については、福祉

サービスの一割負担が主なものであるが、自

立支援医療等やそれ以外の負担も生じている。

表４（一ヶ月あたり福祉サービス自己負担額）

をみると、設定された月の負担上限を超えて

いる人もいることがわかる。

　　10月以降、補そう具での1割負担や地域生

　活支援事業で自治体が負担を求めた場合等、

　更なる合算も予想され、これ以上の相当な負

　担増も考えられる。
[負担の増額状況とその影響]

（５）負担が増えた人の内訳。重度障害者の負担増について

負担の増えた人の内訳を精査するために、自立支援法の施行によって負担増となった人たちを月額上限負担世帯ごとに、増加額ごとの人の割合を示したものが表８である。これをみると、それぞれの月の負担上限額まで、いっきに増えている人の割合が高いことがわかる。低所得２にあたる２万から２万５千未満の増額になった人のうち、４月以前は負担０だった人は92％であった。自己負担０から一気に負担上限まで増えた人の割合が多くいる実態がわかる。又、他のサービスの負担上限との合算等で月の上限以上の人も出てきている。

同様に、20,000から24,999円の間で増額した人を障害者基礎年金１級の受給者とそれ以外で比べると、1級年金受給者の方が22.4ポイント多く、パーセンテージで約３倍の違いがでた。地域生活をするために多くのサービス量が必要となる重度障害者ほど、重い負担が課せられている結果となった。

　表８　月額上限負担世帯ごとにおける負担の増えた人の割合

（６）低所得１，２における負担増となっている事例

事例１　男性　３１歳　一人暮らし　茨城県在住　身体障害

月の総収入　１０万以上１５万未満（障害基礎年金１級　特別障害者手当受給）　

負担階層　低所得２　負担額　上限となる　２４，６００円の支払い（介護サービス）
事例２　女性　３９歳　一人暮らし　東京都在住　身体障害

月の収入　１０万以上１５万未満

（障害基礎年金１級　特別障害者手当、自治体独自の手当、勤労収入１万円）

負担階層　低所得２　　負担額　上限　２４，６００円の支払い（介護サービス）
事例３　女性　４２歳　一人暮らし　愛知在住　身体障害

月の収入　１０万以上１５万未満（障害基礎年金１級　特別障害者手当）

負担階層　低所得２　負担額　上限　２４，６００円の支払い（介護サービス）＊預貯金をきりくずす

事例４　男性　５３歳　一人暮らし　愛知県在住　身体障害

月の収入　７万以上１０万未満（障害者基礎年金２級　作業所工賃３万円）

負担階層　低所得１　負担額　上限　１５，０００円の支払い（作業所の１割負担）
（７）　負担が増えたことによる影響

サービスの回数や、実際にサービスを減らした人の数は、10.6％（51人：止めたサービスがある＝17人と回数を減らした＝39人の合計人数は、56人。51人は重複を除いた人数。）にのぼる。地域での生活を続けるために、必要なサービスを止めるわけにはかず、生活費を削った人が38.6％（187人）にもわたり、預貯金を切り崩した人が23.9％（115人）にも及んだ。今後やめることを考えている11.8％（56人）も含めると、すでに生活費等、実際生活に影響が出ていること、又将来における生活設計への影響もではじめていることがわかる。

実際に減らした、減らすことを考えているサービスの内訳では、１番多かったのが移動介護であり、２番目がホームヘルプサービス、３番目がショートステイと続く。たとえ地域で暮らしていても、家に閉じこもるといった、障害者の社会参加の後退が懸念される。自立支援とは何か？問われている。

表９　負担が増えたことによる影響

	　
	人数
	％

	自己負担は増えていない
	49
	10.2%

	生活への影響はない
	54
	11.2%

	利用を止めたサービスがある
	17
	3.5%

	サービスを止めることを検討している
	22
	4.6%

	サービス利用の回数を減らした
	39
	8.1%

	サービス利用の回数を減らすことを検討している
	49
	10.2%

	生活費を削って、支払った
	187
	38.9%

	預貯金を切り崩して、支払った
	115
	23.9%

	これから対応が必要だと思っている
	173
	36.0%

	周囲の人に福祉ｻｰﾋﾞｽの利用を止めたり、減らしたりするように言われている
	25
	5.2%

	わからない
	69
	14.3%


５、障害者自立支援法が施行されたことで、あなたはどのような不安を感じていますか。

　どのようなことに、どの程度不安を感じているかを表にまとめた。いずれの項目においても、約80％以上の人から、不安であるといった声がよせられている。又、将来の生活に関しては、90％を越える人が不安であると答えている。このまま貯金を切り崩しての生活がいつまで続けられるだろうかといった不安や、10月から始まる、障害程度区分による新たな支給決定への不安、将来の地域での自立生活、これからあらたに自立生活をはじめようとしている人の不安も聞かれる。具体的な様々な障害者の声が自由記入欄で多くかかれている。是非、参照いただきたい。

表１０　どのような不安を感じているか

問２（３）の回答より抜粋　

問２　（３）の回答より抜粋

「障害者自立支援法について、あなたはどのように考えていますか。あなたの今の率直なお気持ちを聞かせてください。」
1.　 私たちにとって、障害者自立支援法とは？ 

(1)　私がしょうがいしゃですけど新しいほうりつはわかりません。かんたんにせつめいしてほしいです。
大阪
知的障害　51歳
(2)　障害者の自立を阻害する悪法である。当事者の意見が反映されない自立生活などあり得ない。すぐに廃止して欲しい。
東京
身体障害　61歳

2.　重い利用者負担！サービス利用継続断念か？

(1)　費用負担はおかしいと思う。生活保護の方が楽かもしれない。かせいだお金が自己負担で取られるのはおかしいと思う。
大阪
身体障害　24歳

(2)　働き始めたばかりで低所得者２だが、10月から一般の区分になるため月額約３万の負担をどこから捻出するのかとても困っている。
東京
身体障害　27歳

(3)　どのような制度がわからないが、負担が出るってホンマに嫌だ！
大阪
重複（身体・知的）23歳

(4)　自立支援法が変わり、年を取るにつれ10月からの時間数がどの様になるか不安に思っています。また、今後自己負担分が2割・3割などになっていかないか心配です。福岡
身体障害　45歳

(5)　障害年金1か月分の50%弱がサービス料で飛んでいく。授産施設工賃と合わせてわずかに手元に残る程度。何を指してサービスなのか。福祉の後退である。
愛知

身体障害　43歳

(6)　健康がわりあい回復してきたので最近アルバイトを始めたが、その収入がそのままヘルパー派遣サービスに支払うお金となり、収入増にはつながらない（貯金ができない）ので、いったい何のために働くのかと思ってしまう。また、同じ障害を持つ妹から聞いた話だが、授産施設に通っている彼女の友人の中には、自己負担が重過ぎるからと、施設をやめることを選択する人もいるそうだ。『自立支援法』とは、いったい誰のためのどういう法律なのか。今のままではハッキリ言って『自立阻害法』といってもおかしくないと思う。
東京
身体障害　32歳

(7)　これまでの貯蓄、夫の給料からなど、何とかやりくりしている現状。課税世帯というだけで全ての人が同じ負担金と言うのはおかしいと思います。私は24時間介護が必要で支払うしか方法がありません。いつまで､負担金を支払えるか分かりませんが、行けるところまで行くしかない現状です。
奈良
身体障害　42歳

 (8)  中途障害者です。退院後１年間ほど生活保護を受けた時期がありました。その後、一般就労は無理なので自営業で何とか生計をたててきましたが、今後も続していけるか大変不安です。多少でも労働収入があるため、医療、福祉、その他様々な支払いの負担が多く、金銭的なことだけで考えると働くことに意味が見出せない要素が沢山あります。この４月から更に増えた自己負担、収入から全ての負担額を差引いて実質的に残る生活費を計算すると愕然とします。どこが自立支援、就労支援なのでしょうか。
北海道
身体障害　44歳

(9)  32条通院費公費負担がなくなった為、通院に費用がかかり、また、「重度かつ継続」の判定基準も曖昧なので医療継続が難しい。応益負担は障害者の人権をゆるがす事だと思います。
東京
精神障害　44歳

(10)  低所得者については、厚生労働省は生活保護を受ければよいと言っているが、実際には親・兄弟の反対もあり、受けられないのが現状。それに伴い、自立生活の継続を家族からは反対されている。　愛知
身体障害　35歳

(11)  私の住んでいる地域は、地方なのでディ、作業所など福祉サービスがありません。収入を少しでも得る為に、市の方へ作業所、自立訓練を希望しましたが、対応ができないと言われ、国が決めたことであって、「市の方は対応できません」と言われました。石川
身体障害　42歳

(12)  夫婦共障害者で就労も困難な中援助が必要なのに経済的な負担が大きい為に削減せざるを得ないし通院でさえままならない。今でさえギリギリ支えてるのに負担金の為に支援を削減した分できなくとも自分達で何とかしなければならない。これでは自立どころか人間らしい生活ができないと思う。共倒れも時間の問題です。貯蓄もいつ底をつくか不安だし…愛知にいた頃はまだ障害者手当が月一万程度あったので助かったが福山は年一万。この格差は何だろう？広島
身体障害　41歳

3.　減免制度は使えるのか。人権侵害も！

(1)　年金手当だけで独り暮らしをしていて、生保の歯止め策の減免を受けたが、申請時にひどい人権侵害を受けた。障害者団体で抗議や改善要望をしたが、国の方針に沿ってやっているだけだという。何もかも生保申請と同じで払えないのなら親、兄弟の状況まで聞かれる。こういう事態がなぜ自立支援なのか？国に直接問いたいです。

大分　身体障害　43歳

(2)  （社会福祉減免が有効なのは：事務局注）一業者についてなので数社の業者を利用したら負担額が多くなる。スタッフの関係で一業者ですませる事が出来ない。複数の業者の場合まとめて減免できるようにして欲しい。また、社福しか減免できないのも利用者は困ります。　兵庫
　身体障害　37歳

(3)  私は幸か不幸か預金が３５０万円以上あるため減免制度は受けられないので、貯金を取り崩して自己負担金を払っていますが、預金があるかないかで自己負担を決めるのはおかしいと思う。愛知
身体障害　41歳

(4)　手続など事務量が複雑であるばかりか減免額が高くて措置は実質受けられないようにできていることに大変不安である。年金生活となり経済的負担は厳しいものがある。年金所得者に減免を要求したい。　大阪　重複（身体・知的）　32歳

4.　介護保障は？　自立生活はどうなるのか？

(1)　24時間介助が必要なのだが将来的にそれが保障されて在宅生活が継続できるのか不安。仕事をしているので１割負担はなんとか可能だが辞めた場合の生活が不安。

東京
身体障害　42歳

(2)　生活保護世帯なので負担金に関する不安はありませんが、時間数の増減は制度が変わるたびに不安です。
福岡
身体障害　36歳

(3)　ヘルパーの時間を減らされるのかどうかとても心配。認定調査で調査員が勝手に○をつけてしまい、特記事項の記入（歩きすぎると足が動かなくなり倒れそうになる。）を希望したが、「一人で旅行に出かけられるのだから大丈夫でしょう。」と無視された。東京
身体障害　57歳

(4)　福祉サービスの低下や削減、自己負担の増加によって、少しずつ生活しやすくなってきた社会環境に歯止めがかかりそうでとても心配。
新潟
身体障害　41歳

(5)　まず第一にかんじんの当事者の意見が十分に反映されていない。自立支援法が議論されていることさえ知らされていないものも大勢いる。三障害が一緒になっても、精神障害者の手帳で利用できる範囲は広がっていない。精神保健福祉法第46条や、それに関連する通知でも精神障害を理解普及をするよう義務付けているが、かんじんの市町村窓口の対応は、全く政府の主旨反するもので、事務も含めて、全てが行き届いていない。
京都
精神障害　45歳

(6)　内部障害の私は、これから認定調査を受けますが、ADL中心の設問で、医師の意見書の内容によっては、該当しなくなるのではと懸念しています。一人暮しなので、支援が必要な時に速やかに受けられなければ、生活が維持できません。体調が悪くなれば収入が減るのに支援が必要なので、今後が不安です。障害に合った支援が受けられるようにしていただきたいです。


千葉
身体障害　36歳

(7)　いままでのサービスが受けられなくなった人がたくさんいるけれど、今以上のサービスが受けられるように支援して欲しい。　大阪
重複（身体・知的）　19歳

(8)  所得保障して欲しい。精神障害者の福祉向上をして欲しい。大阪
精神障害　39歳

(9)　新しい制度のせいで自立どころではなくなった。　兵庫
身体障害　22歳

(10)　障害者自立支援法になり、障害をもつ私たちは、本当に地域で自立生活ができるのか？！と、とても不安。夜も眠れないほどだ。早く安心して自立した生活が送れるようにしたい。


茨城
身体障害　31歳
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表７　サービス利用における負担の内訳


（複数回答あり）


�
人数�
％�
�
ｻｰﾋﾞｽの１割負担�
338�
70.3%�
�
食費�
126�
26.2%�
�
通所交通費�
67�
13.9%�
�
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ居住費�
13�
2.7%�
�
その他�
48�
10.0%�
�
わからない�
20�
4.2%�
�
＊上記以外に自立支援医療の自己負担が生じている人が、全回答者のうち45人（9.4％）いる。
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